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研究成果の概要（和文）：　共有に関する私法上の規律の課題は、判例の蓄積を踏まえた実務的な枠組みを示す
具体的な検討が求められる段階にある。そして、具体的場面の多様性に鑑み、検討の対象を集団的な権利関係に
広く及ぼしていく必要がある。そして、登記法など権利実現を補助する関連法の仕組みに配慮する必要がある。
　不動産を集団的に管理する規律を考える際は、不動産が都市空間に所在する性質から、空間の秩序との適合性
を意識した個別制度の設計が求められる。その際は、実現の目指される利益の性質と、判断権限を有する主体
（機関）の適合性という視点が必要となる。判断方法として決議を予定する場合は、その方法、争い方に工夫を
要する。

研究成果の概要（英文）：The issue of private law discipline regarding sharing is at the stage where 
concrete consideration is required to provide a framework for dealing with practical issues such as 
the accumulation of judicial precedents. In view of the diversity of specific situations, it is 
necessary to expand the subject of consideration to collective rights relations. In doing so, it is 
necessary to consider the mechanism of related laws such as the registration law that assists the 
realization of rights.
When considering the rules for collective management of real estate, due to the nature of real 
estate located in urban spaces, it is necessary to design an individual system that is conscious of 
the compatibility with the locational order. In doing so, it is necessary to consider the nature of 
the benefits to be realized and the suitability of the subject that has the authority to make 
decisions. Regarding the majority rule, it is necessary to consider the procedure and the way of 
fighting.

研究分野： 民法
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　私人間の法律関係を定める法律の一般法である民法は、「権利の帰属する者自身による権利行使」という個人
主義的な権利実現方法を前提としている。しかし、実社会には、シェアハウス、空き家、所有者不明土地問題な
ど権利者の権利行使という私法の枠組みにも、あるいは公的機関の公的措置という公法の枠組みにも純粋な形式
では適合しない事象が多く存在する。そのような一定の集団的な権利行使や管理を必要とする生活関係の考察に
は、民法の中で例外的に団体主義的・共同体主義的性質を有する共有規律の考え方は重要な意義を有する。本研
究は、その解明を通じて、集団的な権利行使を制度設計する際の、基礎的視点を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究代表者は、本研究課題の申請に先立ち、博士学位論文で「建物の区分所有等に関する
法律」（区分所有法）の研究に取り組み、主に同法 3 条の「団体」（いわゆるマンション管理組
合）の法的性質に焦点を当てることで、区分所有関係上の権利の性質の解明に取り組んだ。その
際、分析の道具として権利の類型分けを行い、問題となる請求の根拠となる権利の「帰属」の仕
方が、区分所有者に集団的であるか、それとも個別的か、という軸と、当該権利の「行使」の仕
方が、集団的か個別的か、という軸を組み合わせることで、適切な権利実現のあり方を体系的に
示し、とりわけ建物の集団的な利益の実現が問題となる場面では、「権利の帰属する者自身によ
る権利行使」という通常の民事法の枠組みに囚われず、「団体」を主体として活用した権利実現
の方法が適合的であることを明らかにした。そして、以上の研究成果を踏まえ、博士学位論文の
末尾では、次のような問題提起を行った。上記のように、集団的な利益実現の方法として通常の
民事法の枠組みから逸脱した方法が求められる場面は、必ずしも区分所有関係に限られず、実社
会の生活関係に存在する利益の中に様々に存在すると思われる。このような利益は、必ずしも私
人に排他的に割り当てられる私益と国家が管轄する公益に還元できるものではなく、一定の地
域に散在する共益として存在する。このような共益には、上記博士学位論文で示した枠組みが妥
当する可能性があり、これを検証する必要がある。 
 本研究は、以上の博士学位論文の問題関心を前提に、考察の対象を区分所有関係から民法の共
有規律に拡げ、共有に妥当する規律の解明を目指すものである。 
 
２．研究の目的 
(1) 共有法の規律解明の意義 
 民法上の共有規律は、私的自治を基盤とした個人の単独行動を基本とする民法の規律の中で、
多くの規律が例外的に複数人の協調的行動を前提としている点に特色を有する。そのため、共有
規律の性質の解明は、私法の一般法である民法の中に、個人主義から離れた団体主義的・共同体
主義的性質を見出すことを意味し、この知見を基礎として、実社会の生活関係に存在する利益実
現の方法を分析することが可能となる。 
 
(2) 私益と公益に還元されない様々な生活関係上の利益の実現方法の解明 
 上記のように共有規律の解明を通じて考察の対象とするのは、「権利の帰属する者自身による
権利行使」という通常の民事法の枠組みに適合しない、実社会に存在する様々な生活関係である。
そのような生活関係の例として、例えば、シェアハウス、空き家、所有者不明土地などを挙げる
ことができる。シェアハウスは、基本的には契約関係や共有関係に還元して考えることができる
ものの、共同生活を営む関係という性質上、居住の利益の継続性をどう実現するか、という問題
を意識する必要がある。あるいは、空き家、所有者不明土地の問題は、不動産の所有者自身によ
る適切な権利行使、ないし管理が期待できないため、その所在する場所の自治体や地域コミュニ
ティなど集団的な利害関係を考慮する必要が生じる。これらの例は、いずれも権利者の権利行使
という私法の枠組みにも、公的機関の公的措置という公法の枠組みにも純粋な形式で適合しな
い点で、本研究の問題意識と連なる。共有規律の知見が直ちにこれらの法律関係に適用されるわ
けではないが、私法の一般法である民法上の規律から一定の範囲で集団的な権利実現の方法が
導かれるのだとすれば、少なくともこうした法律関係の解明に際してそれがフレームワークと
して機能することが期待される。 
 
３．研究の方法 
(1) 私法上の規律の解明 
 共有規律の解明としては、共有に関する私法上の規律について適切な解釈を見出すことが第
一の作業となる。そのような解釈を要する不明確な共有関係上の規律としては、まず、共有関係
上の請求に関する判例の準則が挙げられる。これは具体的には、持分権に基づく主張と共有物全
体に関わる主張とで権限の判断を異にするとの判例理論が、個別の事例で不徹底と思われる問
題である。このような判例理論を扱うためには、前提として、持分権、共有関係の基礎的な理解
を明らかにする必要がある。また、本研究が共有規律を通じて権利の集団的な実現方法を考察す
ることに関心を有する点からすれば、狭い意味での（民法の共有規定のみが問題となる）共有関
係のみを扱うのではなく、広い意味で集団的な権利実現が問題となる私法上の法律関係も考察
の対象に含める必要がある。そのような法律関係として、「権利能力のない社団」が挙げられ、
実際に、共有規律の解釈と絡めた解釈が従来試みられてきた。この法律関係を権利行使の権限と
いう視点から明らかにする必要がある。 
 
(2) 公法私法の横断的研究の必要性 
 私益と公益に還元されない様々な生活関係上の利益の実現方法を明らかにするという本研究
の関心からは、単に民法上の共有規定の解釈、あるいは私法上の規律に取り組むだけでは足りず、



共益的な生活関係上の利益実現に関する法制度を総合的に解明する必要がある。民法上の共有
関係については、所有者不明土地問題対策の立法対応がそのような検討の素材となる。さらに、
博士学位論文で取り組んだ区分所有関係は、一方で民法の所有・共有関係を基盤とした私法上の
法律関係として仕組みが作られ、他方で、近時、老朽化マンションの増加に対応するため、様々
な立法対応がされており、公法私法の横断的研究の対象として適切な素材と考えられる。したが
って、集団的な権利実現の適切な方法という観点で、これらの素材を扱うことが適当である。 
 
４．研究成果 
(1)共有関係に関する私法上の規律の解明作業 
 研究期間の前半は、主に私法上の規律の解明に取り組んだ。論文「『分割を前提としない共有』
に関する一考察」では、共同所有を「狭義の共有」「合有」「総有」の３類型に分けて規律を考え
る伝統的な見解を批判的に取り上げ、戦前に３類型論を確立させた石田文次郎の研究に焦点を
当てて、３類型論が基礎とする法史学的認識の今日における妥当性を考察した。本論文では、日
本における３類型論の生成と展開の学説史を整理し、石田の研究では「ローマ法＝個人主義＝狭
義の共有」と「ゲルマン法＝団体主義＝総有」が対比されるが、このような素朴なローマ法認識
は今日では疑う余地があることまでを示した。次に、論文「登記法の観点から見た近時の権利能
力のない社団判例の検討」では、権利能力のない社団を債務者とする強制執行に関する最判平成
22年 6月 29 日民集 64巻 4号 1235 頁と、反対に社団が原告となって登記名義の移転を請求した
最判平成 26年 2月 27 日民集 68巻 2号 192 頁を対象とし、登記の推定力と登記請求権に関する
議論の蓄積を道具として分析を試みた。本論文は、権利能力のない社団の代表者の地位など団体
の法的構造を明確にするにあたり、一見して団体法とは関わりをもたない登記法の技術的な仕
組みを考慮する必要があることを明らかにした。これにより、私法上の規律を解明するにあたっ
ては、権利の実現を補助する関連法の仕組みを読み解き、どのような枠組みの中で権利実現が図
られているかを明確にする必要があることを明らかにすることができたと考える。 
(2) 区分所有関係を題材とした公法私法横断的な規律の解明作業 
 研究期間のとりわけ後半は、区分所有関係を題材に、建物の管理方法について公法私法横断的
に検討する作業に従事した。 
 まず、総論的な問題意識を明らかにするため、従来、区分所有法上の建替え決議制度を多数決
による区分所有権の侵害と捉え、その最小限度性が重視されてきた解釈態度に対し、それ以外の
解釈方法はあり得ないのかを検討した論文「マンション法における民事法学の『こだわりどころ』
の分析」を、憲法学者による財産権保障論からの分析との応答企画として公表した。考察の結果、
区分所有権の内容をどのようなものと考えるかには選択の幅があること、決議制度の分析とし
ては、決定内容の適正性を担保する仕組みをどのように構築するかという制度形成論として臨
むことが適切であることを示した。論文の細部を修正した上で、同稿は共著書籍『ミクロ憲法学
の可能性』に収録された。従来の解釈方法に対して一石を投じた内容のため、今後、批判への応
答、細部を詰める制度設計の提示を通じて、さらに内容を深めていきたいと考えている。 
 そのような制度設計のあり方について、公法研究者、実務家との共同研究の場として「マンシ
ョン法制研究会」を組織し、運営にあたり一部本研究課題の助成も受けることで、継続的に研究
を進めている。そこでの討議の結果、不動産、とりわけ建物の管理については、老朽化すること
で倒壊の危険が発生することから、最終的な建替え・取壊しの局面と、これを可及的にストレス
の少ないものとするための平常時の管理促進、という２つの局面に分けた上で検討を行うこと
が重要である、との知見が得られ、これに基づき研究を進めることとされた。 
 そこで、2020 年の「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」改正により自治体によ
るマンション管理への関与が強められたことを念頭に、自治体の関与と私法上の管理のあり方
の関係について考察した論文「公と私の狭間にあるマンション管理」を公表した。同論文では、
自治体による管理の後見的関与が私法の規律としても積極的に要請されるとの見方を示した。
また、マンション法の制度設計を行う際の指針を明らかにする目的から、従来、主に行政法学で
都市法を考察する際に用いられてきた「空間秩序」（Raumordnung）論を積極的に参照することが
有益である、との見方を日本土地法学会 2022 年度学術大会シンポジウムで報告し、論文「都市
法としてのマンション法」で明らかにした。従来、老朽化対策のための建替え要件や解消制度の
利用可能性の私法上の枠組みの変動について、公益実現の視点が十分に取り入れられず、公益実
現の文脈との連絡が適切にとられてこなかったことを問題と捉え、空間秩序論を参照すること
で、公的に設定される計画規範など公益の具体化された規範を階統的に整理し、マンション法制
をその中に体系的に位置付けていくことを提唱した。これにより、公益の観点から正当化される
建替え・解消制度の枠組みが可能となるとの見通しを提示した。この見方自体はまだ試論的な段
階にあり、上記論文公表後、いくつかの研究会で報告を行い、批判を受けつつ、さらに構想の具
体化を図っている。この作業を継続的に行うことを通じて、共同管理を要する建物の利益の実現
方法として、公法上の規範の体系に組み込むことにより、私人の行動を公益適合的に操縦する、
という一般的な枠組みの提示につなげていくことを見込んでいる。 
(3) 集団的な管理に関する意思決定方法の解明作業 



 建替え決議制度の分析では、決定内容の適正性を担保する仕組みをどのように構築するかと
いう制度形成論として臨むことが適切であることを示したが、そのような作業として、論文「区
分所有関係解消決議の客観的要件に関する基礎的考察」を通じて、決議の効力発生要件として、
行政機関ないし裁判所の決議認可制度を導入するとした場合の、それらの機関の判断主体とし
の意義を考察した。借地借家法上の正当事由制度に関する議論などを参照しつつ、都市空間に所
在する建物の存続の判断において考慮されるべき利益という観点から分析を行った。 
 さらに、区分所有関係を題材とした集団的な権利実現方法の考察としては、決議という方法の
私法上の規律の細部が明らかでないことに着目した調査を行い、「区分所有法上の決議訴訟制度
導入の立法論的検討」、「区分所有関係上の権利の行使および義務の履行に関する権限集約の可
能性」とそれぞれ題して研究報告を行った。区分所有関係では決議が後続の建替え・解消の実施
措置の前提となるなど、決議成立に対する法的安定性が強く求められるにもかかわらず、特段の
争訟手段限定の規律が置かれていない。そこで、区分所有関係上の決議について排他的な取消訴
訟制度を導入する場合の課題について検討し、紛争の１回的解決を図るため係争対象の主張機
会に関する規律を明確化するなど訴訟法上の規律を体系的に用意する必要があることを示した。
報告の際に受けた指摘などを踏まえ、原稿にまとめたものを公表予定である。この研究は、建物
を集団的に管理するにあたっての意思決定方法に関する私法上の規律を明確にする作業として
位置付けられる。 
(4) 共有関係上の規律解明に向けた準備作業の蓄積 
 研究期間を通じて、集団的な権利実現方法に関わるいくつかの判例評釈に従事した。例えば、
団地建物の受電方式変更決議違反行為の不法行為責任が問題となった最判平成 31 年 3月 5 日判
タ 1462 号 20 頁、2筆の土地にまたがって建てられた 1棟のマンションの敷地利用権の不足に基
づく区分所有法 10条の区分所有権売渡請求権が問題となった東京地判令和 1年 12 月 11 日判時
2462 号 22 頁、マンションの共用部分の付合物の撤去を請求する権利の行使方法に関する最判昭
和 61 年 7 月 10 日判時 1213 号 83 頁などである。また、2021 年の民法・不動産登記法改正に関
する解説の執筆にも携わったが、竹木の枝の切除に関する民法 233 条の改正について扱い、その
際、共有竹木の共有者に対する切除請求の方法について考察を行った。共有竹木の切除は、共有
物に関する請求方法が問題となる一場面である。これらの判例の研究を総合し、共有物について
共有者が対応を求められる場面での規律の明確化を図ることを予定している。共有物について
共有者が対応を求められる場面では、共有者の所有権ないし持分権の保障が問題となっている
というより、共有物の問題に対処する権限のあり方が問題となっている。この視点から共有物に
関する請求方法の枠組みの整理を前進させることを予定している。考察内容は 2,3 年の以内に
研究報告を行い、論文として公表することを予定している。 
(5) 考察結果のまとめ 
 積み残しの課題、未検討の課題も多く残されているが、ひとまず本研究の研究期間を通じて、
ごく概略的には、以下のことを明らかにできたと考える。 
 共有に関する私法上の規律の課題は、伝統的な３類型論を代表とする理念型を大きく打ち出
して検討する段階から、判例の蓄積など実務的課題に対処するための枠組みを示す詳細かつ具
体的な検討が求められる段階に移ってきている。そして、集団的な権利実現方法という問題を立
てる場合、具体的場面の多様性を視野に入れる必要性から、検討の対象を、共有規定の解釈とし
て扱われる範囲に限定せず、「権利能力のない社団」のように団体関係として扱われる領域にも
及ぼしていく必要がある。そして、その際には、登記法など権利実現を補助する関連法の仕組み
を視野に入れていく必要がある。 
 権利実現を補助する関連法の仕組みを視野に入れた検討は、不動産の不適正管理の問題を考
える上で大きく展開させることが求められる。不動産は都市空間の一定位置を占める存在であ
り、希少性、重要性などの性質から、空間の秩序に大きく配慮した制度形成が求められる。その
ため、権利実現を補助する関連法の仕組みを積極的に構想していく必要が生じるのである。そし
て、個別の制度設計にあたっては、どのような性質の利益の実現をどのような主体（機関）が判
断するのが適切か、という視点が不可欠であり、適宜、複数の主体の判断を組み合わせた仕組み
も選択肢として考える必要がある。そして、各主体の判断について、その方法・効力が明確とな
り、かつ制度全体と適合するように仕組みを作り、解釈されなければならない。特に決議という
判断方法については、民法学領域で検討が置き去りにされている感があるが、その方法、争い方
に工夫を要する。 
 空間秩序論の発想からは、所有に伴う責任の存否も検討の俎上に乗る。共有関係を題材にする
と、物について対処を求められた場面での被請求者の権限のあり方に着目する可能性が認めら
れる。この観点からの研究は今後の課題となる。 
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